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相模原市「津久井やまゆり園」事件と精神医療 

              2016/10/12    衆議院第２議員会館 
 原 昌平（新聞記者、精神保健福祉士） 

 

◆やまゆり園事件で考えるべきテーマ（類似事件を防ぐ観点） 
▼差別の思想 

・これが事件の根本問題。 
・社会保障の財政負担に関連した弱者攻撃が近年は多い。生物学的優生思想と、ちょっと違う。 
・障害者に加えて、高齢者、貧困者、病者、在日外国人などもターゲットにされている。 
・闘いのメッセージを、政府・首長・政党・公的機関が出すべき。 
▼刑事司法 

・犯罪防止は第一義的に、この領域の課題。 
・警察の対応は、ほとんど事実経過の情報が出ず、社会的検証が行われていない。 
・２月の段階。業務妨害などで逮捕・捜索せず、措置入院に持っていったのはどうか。 
・３月の退院後、なぜもっとマークしなかったのか。本人との面談、行動確認といった方法は？ 
・防犯カメラは、つかまってもよい確信犯には効果がない。 
・精神障害と関係ない確信犯、テロリストなら、どうやって対処するのか？ 
▼施設の実情 

・これも社会的検証が遅れている。神奈川県の第三者委員会がある程度は検証する？ 
・職員採用、教育研修、労働実態、労働条件と待遇、山の中の大規模収容施設、県の指定管理者方式 
▼精神医療 

・ここにばかり焦点が当たっている。 
・精神障害による犯行とは、わかっていない。 
・措置入院時の症状は、興奮状態、大麻使用、大量殺害の言動 → 本当に精神障害かどうかは不明。 
・犯行時の精神障害の有無は、わからない。出頭後、大麻の陽性反応が出たが、使用時期は不明。 
・仮に精神障害や薬物使用があっても、それが犯行の原因かどうかは、わからない。 
 
◆診断名に、はたして該当するのか？ 

・躁病、躁鬱病 
→ 躁状態はずさんなもの。あんなに計画的で綿密・冷静沈着な犯行ができるか？ 

・大麻精神病、薬物性精神病性障害 
→ そういう疾患が実在するのか疑問。大麻で妄想や凶悪事件を起こすか？ 大麻が合法の国もある。 

・大麻による脱抑制（北里大学東病院の入院中の最終判断） 
→ 酔ったようにタガが外れた状態。気分や行動に影響しても、動機形成にはつながらない。 

・脱法ドラッグ使用の可能性 
 → 錯乱的になり、計画的・冷静な犯行は無理だろう。脱法ドラッグの流通は減っている。 
・非社会性パーソナリティー障害（ＩＣＤ）、反社会性パーソナリティー障害（ＤＳＭ） 
→ 急になるものではない。学生時代の途中までは、あまり問題なく生活していた。 

事件の直前にも、両親や女性と会い、普通に話をしていた。 
・妄想性障害（パラノイア） 
→ とっぴでない内容の確信・信念を抱き続けること。疾病概念としてあいまい。 

おかしな考えを持っているという以上の意味がない。治療方法もはっきりしない。 
・ＵＦＯ、フリーメーソン、カードなどの信じ込み、思い込みは、しばしば見られること。 
・おかしな考えの人、常識的な判断のできない人は、世の中にたくさん存在する。 
・精神科医は、なんでも病名をつけたがる傾向が強い。とくに措置診断、精神鑑定。 
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◆容疑者の心理として考えられること 

・衆院議長への手紙に見える「承認欲求」 
→ 大量殺害によって、政府から評価してもらいたい。評価してくれるに違いないという考え。 
→ 劣等感、挫折感の裏返し。 

・教師になりたいという希望の挫折 
 → 入れ墨、大麻、脱法ドラッグといった逸脱行動に走り、それを誇示する。 
・障害者施設職員として、仕事に喜びを見いだせなかった 
→ 重度の人は意思疎通できないという感覚。意思疎通こそ、障害者施設では最大のテーマ。 
→ 施設職員の待遇や社会的な評価は低い。 
→ 障害者を蔑視する施設職員はまれではない。虐待はしばしば発覚している。 

・どこで障害者差別の着想を得たのか？ 
 → ネットを含めて差別思想は社会に広く存在する。 
・なぜ大量殺害という極端な行動まで至ったのか？（ここには大きなジャンプがある） 
 
◆中間とりまとめをめぐる経緯 

・とても早かった安倍首相の打ち出し。「厚労省を中心に再発防止策を検討する」。 
・政府全体の検討チームという枠組みだが、事務局は厚労省がやる。 
・最初から、措置入院の解除をめぐる問題と、施設防犯しかテーマにしていない。 
・第３回（８月３０日）までは、措置入院について「標準的な手順だった」「特段の瑕疵はなかった」。 
・第４回（９月４日）の事務局案で、トーンは一変した。塩崎厚労相の指示だった。 
・「制度的対応が必要不可欠」の文言は、上層部から指示を受けて、事務局が最終段階で付け加えた。 
・精神障害による犯行を前提にしている。差別思想の問題や警察の対応から目をそらす効果。 
 
◆これから出てくると思われること 

・措置入院解除の厳格化 
 → 解除判断の二重チェック？ 退院後の支援計画ができるまで解除されない？ 措置が長引く？ 
・措置解除後の継続的支援の義務づけ 
 → 他害のおそれの患者だけ？ どれぐらいの期間？ 
・強制通院制度（すぐにここまでは行かない？） 
→医療観察法に近い制度？ 対象者の要件はどうなる？ 他害のおそれのみ対象？ 

・今の検討チームの人的構成で、退院後の支援を議論してよいのか？ 
 → ＰＳＷも当事者も入っていない。生活支援や福祉に詳しいメンバーがいない。 
 

◆兵庫県方式 

・2015年3月の洲本市の5人殺害事件。容疑者は過去2回措置入院。鑑定後、責任能力ありとして起訴。 
・措置解除後の医療の継続、転居への対応、警察を含めた多機関の連携を図る。 
・実際には、保健所ごとに、保健師を中心にした取り組み。措置以外も対象にすることがある。 
・警察を含めた情報交換について、プライバシー保護・個人情報保護がきちんと検討されていない。 
 

◆「多機能型精神科地域ケア」による医療継続支援 

・保健所の業務、地域支援業務を、医療機関に民間委託する。韓国がこの方式。 
 → 本人の同意によらない医療を、行政からの委託で可能にする。 
・事件を起こすかもしれない患者をすべて対象にする。 
→ 措置後、医療観察法終了後、刑務所出所後、長期入院後、薬物依存、治療拒否、未受診など。 

・地域をまるごと、病院か診療所が受け持つ。アウトリーチもやる。 
→ 行政のコスト抑制、マンパワー確保を名目に、医療機関の新たなビジネス領域にする。 
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◆医療も生活支援も、本人のためにある 

・地域での必要な医療の継続、生活支援は、意味のあること。 
・しかし、医療も生活支援も、あくまでも本人のためにある。 
・本人の同意が原則。それが難しいときは、人間関係の構築からアプローチするのが基本。 
・パターナリズムの発動は、どうしても必要な場合に限定しないといけない。 
 → 措置入院の要件は、自傷または他害のおそれ。医療保護入院の要件はあいまい。 
 
◆精神医療を監視の手段にしてよいのか 

・差し迫った自傷他害のおそれは判定できるが、時間スケールの長い将来の予測は不可能。 
・結局、時間的なきりがなくなる。 
・いったんトラブルを起こすと、ラベルを貼られ、ずっと監視対象になりかねない。 
・監視の意識がちらつくと、医療や生活支援に欠かせない信頼関係が壊れる。 
・警察から監視されていると感じると、病状が悪化する人も少なくないのでは？ 
 → 精神病で監視妄想はよくある症状。 
・精神障害者は危険な存在という偏見を社会に広げてしまう。 
 
◆地域の精神保健医療福祉は、犯罪防止と切り離して充実させる 

・福祉、介護、生活支援の予算が削られている。従事者は低賃金。事業の運営にも困難が生じている。 
・訪問診療、訪問看護、訪問生活支援の費用も抑制されている。 
・地域に責任を持つ組織は、生活支援を中心に、公益性のある団体の形で構築するべき。 
・事件から出発してはダメ。強制から考えるのはダメ。 
 
◆精神医療の本来の重要課題を、置き去りにしてはいけない 

▼入院患者の人権の問題 

・強制入院、身体拘束、隔離、閉鎖病棟が増え続けている。職員による暴力・虐待もある。 
・任意入院でも隔離、拘束、通信・面会・外出の制限が行われる。退院制限もある。 
・現行の退院請求・処遇改善請求、精神医療審査会の制度は、ろくに機能していない。 
→ 外部からの権利擁護システムを構築することが欠かせない。 
→ 障害者虐待防止法を医療機関・学校・官公署に適用すべき。 

・精神保健指定医が、実質オールマイティーの権限を持つ制度を見直すべき。 
▼医療保護入院の問題 

 → 民間人の診断と家族の同意で、人間の行動の自由を奪ってよいのか？ 
 → 公権力による入院への一本化、一般医療による法制化を、精神神経学会の法委員会は提唱。 
 → 強制入院なのに要件があいまい。入院先になる病院の要件も限定していない。 
▼精神科のベッド数が多すぎる。 

・世界一の精神病床数。人口比で見ても、飛び抜けて多い。 

・ベッドを埋めるために入院させる病院、退院させない病院もある。 

▼長期入院患者がまだまだ多い 

▼認知症の入院が増えている 

▼精神科の薬が多すぎる 

▼薬物を含めた依存症への支援の不備 

 

◆個人要因による重大犯罪の防止を考えるなら、医療より、心理的アプローチ 

・精神病モデルに立った医療観察法は、社会的に有効なのか。 
・反社会的行動、ストーカー、虐待、性犯罪などを繰り返す人々も少なくない。 
・心理的な手法の開発と、刑事施設内を含めたトレーニングを考えるべき。        【おわり】 



4 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

1 



  

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

2 

 
•  
•

 
•  

3 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 



28 8 21

27 3 9

40

•

•

H28.4

yomi
テキストボックス
検討チーム第５回資料（2016年9月20日）



/



•
•
•
•
•
•

2

•
•

•

-

-

-

6

•

•

•

•

•

•
•
•

• 24

7

• 24
365

•

•

•

8

10~20 1

• G7
~

•

NGO

•

•

•

•

•
•

•
•

•

•

•
•
•
•
•

9

yomi
テキストボックス
◆検討チーム第５回資料（2016年9月20日）



【日本の現状と課題】

○市町村からの民間精神科医療機関への委託により、人口10~20万人に1か所の地域精神保健センターを設置。
○未受診者、医療中断者、薬物依存、措置入院後、医療観察法通院処遇後等、通常は民間では対応困難な課題への対応を行う。
〇ケースマネジメントにより障害福祉サービス、学校、職場、行政機関との連携を促進し、精神障害者との共生社会を実現する。

【国際社会の動向】 【地域精神保健センター(仮)の概要】

地域精神保健センター(仮)と自治体の協働による精神障害者地域包括ケアの実現

【期待される効果】

• 日本を除く先進７か国（G7： カナダ、イタリア、イギリス、アメリカ、
フランス、ドイツ）では、人口１０~２０万人に１つの地域精神保健セ
ンター（チーム）が、キャッチメントエリア内の地域住民の精神保健
医療福祉に責任を持つシステムが存在。

• 香港では、統合失調症患者による事件、事故をきっかけとして政府
主導で「精神障害者が地域に受け入れられ、定着した生活ができ
るための地域モデル」の構築を開始。

⇒２０１２年～香港を１８地区に分け、１地区に１つ地域精神保健
センターを設置（NGOによる運営）。外来医療を軸にケースマネ
ジャーが家庭訪問の実施等を行いケアの計画・調整を実施。

• フリーアクセス
利点：本人の選択の自由度が高い
欠点：地域に対して責任を持ったサービス提供を行うことが困難

• 地域精神医療の未発達
入院精神医療に比較し、外来精神医療への診療報酬がかなり低い
ケースマネジメント、ケア会議への診療報酬の評価なし
⇒未受診者、医療中断者、措置入院後等の困難事例への対応は
医療機関の無償サービスの部分が大きくなりがち

• 医療と福祉、学校、職場、行政との連携不足
「連携」「調整」は診療報酬の対象外、障害福祉サービスによる相談
支援では福祉外の資源との連携が困難

• 市町村のマンパワー不足
精神障害者のケアに中核的・主体的役割を果たすことが期待され
ている市町村はマンパワー、スキル不足による過剰負担が懸念
⇒民間活力の利用推進への期待（例：認知症疾患医療センター）

市
町
村

精神科医療機関

地域精神保健ｾﾝﾀｰ

業務委託

人材交流
連携

障害福祉
ｻｰﾋﾞｽ

を併設

学校

職場

行政等

連
携
・調
整

精神障害のある人

包括的精神科ｻｰﾋﾞｽの提供 他医療機関

• 精神科外来診療、アセスメント

• 困難事例を対象とした精神科デイ
ケア等の実施

• ２４時間電話対応
• 地域ケア会議の実施

• 未受診者、治療中断者、困難事例に
対する訪問看護、訪問診療、往診、
多職種によるアウトリーチの実施

• 当該地域の患者については、責任を
持ってフォローする（措置入院後、医
療観察法処遇終了後の患者を含む）

地域に対して責任を持った精神科サービスの提供

県
、
政
令
市
単
位
の

精
神
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
に

よ
る
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リ
ン
グ

• 各地域にケアに責任を持つ精神科外来拠点が生まれる。
• 困難な課題を持った精神障害者に継続的ケアが可能になる。
• 民間活力の利用により、低コスト（１ヶ所２５００万円）で実施可能。
• 行政の施策を地域に反映させる窓口が生まれる。
• 市町村との人材交流により、市町村職員のスキルアップ、精神障害者
への理解促進⇒心のバリアフリー、精神障害者との共生社会の実現

近年、外来医療に精神科デイケアや訪問看護・訪問診療等
を併設した多機能型精神科診療所や病院が増加。これらが
手をあげれば実施可能。 9
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大阪府医師会報10月号（vol.392） 大阪府医師会報10月号（vol.392）

　この社会を浸食している暗い底流が、いきなり表
に噴き出したような気がする。
　相模原市の知的障害者施設で７月に起きた大量殺
傷事件は、弱い立場である障害者が一方的に標的に
されたという面でも、差別思想に基づく犯行という
面でも、衝撃的な事件だった。
　過去にも2001年の大阪教育大附属池田小事件（死
亡８人）、2008年の秋葉原無差別殺傷事件（死亡７
人）をはじめ、多数が殺傷された事件はいくつかあ
るが、いずれも何らかの生きづらさを抱えた人物に
よる拡大自殺的な犯行か、近隣住民や親類への妄想
的な恨みによる犯行だった。今回は、ゆがんだ信念
をもとに計画的に行われた点が大きく異なる。
　重度の障害者はいないほうがいい、社会のために
も本人のためにも安楽死させたほうがよいｦそん
な確信を容疑者が抱き、本当に実行に移したのはど
うしてなのか。いちばん知りたい経緯は、まだ解明

されていない。
　容疑者は、２月15日に殺害計画を書いた手紙を衆
院議長公邸に届けた後、警察や施設に同趣旨の発言
をして２月19日から３月２日まで措置入院になって
いたが、本当に精神症状があったかどうかは、まだ
よくわからない。あくまでも「精神障害による」自
傷または他害のおそれが措置入院の要件だが、大量
殺人を公言している人物を放置できないと精神保健
指定医が考えて、診断名をつけることもありうる。
　強調したいのは、障害者はいないほうがよいとい
う考えは、けっして精神病的なとっぴな妄想ではな
いという点だ。むしろ社会に広く存在する差別的な
考え方を容疑者がどこかで吸収して、有意義な着想
と受け止めたのではないか。仮に大麻の影響や躁状
態があったとしても、気分や行動の程度を左右する
というレベルであって、思想をもたらすわけではな
いだろう。

　手紙では、障害者を殺害すれば政府から感謝され
ると考えていたフシがある。逮捕後に笑みを浮かべ
ていたのは、正義に基づく使命を果たしたという満
足感かもしれない。その面からも、偏った思想に基
づくテロと見るほうが的確に思える。
　明らかな前兆のあった重大犯罪なのだから、事件
の教訓を導くなら、精神科医療だけでなく、警察の
対応、刑事司法の手だてがどうだったのかをしっか
り検証する必要がある。
　より広く、根本的な再発防止策は、人間の存在価
値に軽重をつける差別思想と闘うこと、差別思想を
持つ人間を増やさないことである。
　はたして容疑者だけが特異な差別思想の持ち主だ
ったのか。まず、医学・医療を中心にした歴史を振
り返る必要がある。
　20世紀初めに英国のゴルトンが提唱した優生思想
は、世界各国に広がった。遺伝学の見地から、不良
な子孫の出生を減らし、優秀な子孫を増やそうとい
う考え方で、わかりやすく言えば、人間の品種改良
をめざす思想である。
　それを極端な形で実行したのがナチスドイツだっ
た。ユダヤ人の収容・虐殺に先立ち、精神障害者、
知的障害者、神経疾患の患者などを安楽死させる
「Ｔ４作戦」を秘密に進め、20万～30万人を抹殺し
た。優生思想を推進したのも、「価値なき生命」に
あたるかどうかを個別に判断したのも医師だった。
　米国や北欧諸国でも、断種法による障害者への強
制不妊手術が戦後も長く行われていた。
　日本では1938年に設置された旧厚生省が「民族優
生方策」を掲げた。戦後の1948年には優生保護法が
制定された。この法律により、精神障害者や知的障
害者らに約１万6,500件の強制不妊手術が行われ、
中絶の強制もあった。ハンセン病患者にも事実上の
強制不妊手術が行われた。いくつかの地域では「不
幸な子どもを生まない運動」が展開された。「優生
上の見地から不良な子孫の出生を防止する」と目的
にうたった優生保護法は、1996年に母体保護法に改
正されるまで存続していた。わずか20年前のこと
だ。その後も、優生保護法がもたらした事態に対す
る公的な検証や謝罪は全く行われていない。
　日本は2014年１月に障害者権利条約を批准した。
行政や政治は、障害者を社会の対等な構成員とする
考え方を示すようになった。それは障害者の尊厳、
人権、生活保障、社会参加を求める長年の運動の成
果である。

　だが、障害者を不幸な存在、あるいは不幸をもた
らす存在と見る発想は、本当に消えただろうか。
　現行の母体保護法に、胎児の障害を理由に中絶で
きる条項はないが、現実には出生前診断が広く行わ
れている。近年は母親の血液検査で精度の高い判定
が可能になった。その医療技術で胎児の障害を知っ
た親の多くが中絶している。
　もう一つ、直視しないといけないのは、経済至上
主義の価値観や社会保障の財政負担と関連して、障
害者、高齢者、病者、貧困者などを、社会のお荷物
と見る感覚の広がりである。
　高齢化が進んで社会保障と財政が大変だ、そうい
う政府発表や報道がしょっちゅうある。実際、医療
も介護も年金も締めつけが続く。それらを見聞きす
る高齢者は、長生きは迷惑だと言われ続けているよ
うに感じる。まだ高齢でない人からの視線もきつく
なる。超高額の抗がん剤をめぐって「医療保険財政
が破綻するから、高齢者には使用制限を」と言い出
した医師もいる。
　終末期医療に対するムダ論も強い。望まない生命
維持医療を個々の患者が拒むのは尊厳のための自己
決定かもしれないが、それが当然のように言われる
と、高齢者や難病患者が生き続けることへの圧力に
ならないか、気になる。
　ホームレス状態の人々は差別を受け、しばしば少
年たちから価値なき生命として襲撃され、殺されて
きた。近年は生活保護利用者、貧困世帯へのバッシ
ングもすさまじい。ネットにはヘイトスピーチ的な
暴言がまきちらされている。
　東日本大震災の直後、みんなで助け合おうという
雰囲気が高まった時期とは大違いだ。この社会で暮
らす一人ひとりを共同体のメンバーととらえる意識
が低い。空気がすさみ、足を引っ張り合い、反撃し
にくい弱者をたたいて溜飲を下げる風潮が強まって
いる。それこそが相模原の事件をもたらした底流で
はなかろうか。
　財政収支は大切だし、社会保障もなるべく効率的
な運営が必要だが、経済や財政や社会制度のために
人間がいるわけではない。逆である。
　あらゆる人に個性と尊厳があり、よりよく生きる
権利がある。すべての人に存在価値がある。
　医療従事者は、そのことに揺るぎない確信を持っ
て、日々の仕事にあたってほしい。人間の命の価値
に軽重はない、と世の中に堂々と訴える先頭に立っ
てほしい。

命の存在価値に軽重をつけるな

読売新聞大阪本社 編集委員

原　　昌平









平成 28 年度障害者総合福祉推進事業 

指定課題個票 
 

指定課題 21 精神科救急体制の実態把握及び措置入院・移送の地域差の要因分析に関する調査研究 

補助基準額 ４５０万円を上限とする。 

指定課題を設定

する背景・目的 

平成 24年 4月 1日に精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部を改正する法律

が施行され、都道府県の救急医療体制整備の努力義務が規定された。法の施行に当たり

開催された「精神科救急医療体制に関する検討会」の報告書では、各都道府県が整備す

べき精神科救急医療体制の基本的な考え方や対応策等について取りまとめた。その具体

的な内容や、都道府県、精神科医療機関等の役割等について平成 24年 3月 30 日に精神

科救急医療体制の整備に関する指針を示し、各都道府県において精神科救急医療体制整

備事業を積極的に活用するなど、精神科救急医療体制の整備を求めている。 

 一方で、精神科救急医療体制については、各都道府県において、体制整備が行われ、

その具体的取組内容を十分に共有できていない。それぞれの地域の実情を踏まえた効果

的かつ効率的な事業展開を図ることが求められていることから、詳細な実態把握を行い、

課題と解決策を抽出し、各都道府県において活用出来るガイドラインを作成する必要が

ある。 

また、精神科救急における措置入院、医療保護入院に係る移送については、運用に地

域差があることから、その要因を分析し、改善策を提案する必要がある。精神科救急医

療体制の整備状況との関係性についても検討する。 

想定される事業

の手法・内容 

有識者、医療関係者（身体救急を含む）、患者家族、相談支援事業者の専門家等で構

成される検討委員会を設置し、各都道府県で行われている精神科救急医療体制の整備状

況や措置入院、医療保護入院に係る移送についての調査及び整備状況の妥当性について

評価や助言を得ながら、精神科救急医療体制整備事業の今後の執行や事業内容の検討に

資する以下の事業を行う。 

（１） 自治体における、精神科救急医療体制の好事例の収集 

（２） 都道府県毎の精神科救急医療体制（身体合併症対応を含む）の整備状況の実態把

握と共通の尺度に基づく都道府県毎の精神科救急医療体制の評価 

（３） 措置入院、医療保護入院移送の地域差の実態の把握と要因分析 

（４） 地域の実情に応じた精神科救急医療体制を整備するためのガイドラインの作成 

求める成果物 

・共通の尺度に基づく都道府県毎の精神科救急医療体制の評価結果 

・都道府県等で精神科救急医療体制整備を行うための効果的な取組に関する事例集 

・精神科救急医療体制の整備に向けたガイドライン 

・法人のホームページにおける成果物の公表による全国への普及 

担当課室/担当者 
精神・障害保健課／心の健康づくり対策官 (内線３１４７) 

精神医療係 (内線３０５８) 
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（c）.中日新聞社　無断転載、複製、頒布は著作権法により禁止されています
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（c）.中日新聞社　無断転載、複製、頒布は著作権法により禁止されています



当たり前によくあること 相模原事件以前であれば警察も相手にしなかったであろうこと、 
いわゆる「触法障害者」収容で有名な施設「かりいほ」での事件。「触法障害者」というラ

ベリングで分離して収容、さらにそこからさえ、相模原事件を利用して、排除する。 
許せない事件です 

（山本眞理） 
 
 
自身が入所する障害者支援施設で「なくなればいい」 威力業務妨害容疑で男

逮捕 大田原署  
9 月 11 日 08:21 下野新聞 
 自身が入所する障害者支援施設で皿を割ったり「こんな施設なくなればいい」と発言し

たなどとして、大田原署は 11 日、威力業務妨害の疑いで大田原市、無職の男（34）を逮捕

した。 
 逮捕容疑は 10 日午後６時 20 分ごろから 50 分ごろにかけて、容疑者が入所する同市、障

害者支援施設の食堂で、ほかの入所者がいた中で「こんな施設なくなればいい」などと叫

び、皿１枚を床に叩きつけて割った疑い。また男性施設長に「障害者なんていなくなれば

いいんだ」「障害者は死ねばいい」「おれが一人一人殺してやる」などと言い、施設の業務

を妨害した疑い。 
 同署によると、容疑者には知的障害があり、障害のある人たちがたすきリレーをつなぐ

全国規模の催しに自分が参加できないと聞き、腹を立てたという。 
 
措置入院解除、指定医の見極め困難なら第三者機関が助言へ…兵庫県が自治体

初 : 
 yomiDr. / ヨミドクター（読売新聞） 
2016 年 9 月 27 日 
ニュース・解説 
 精神障害者を強制的に入院させる「措置入院」の解除について、兵庫県は２６日、複数

の専門家で構成する第三者機関が助言する仕組みを年内に設ける方針を明らかにした。 
 措置入院を解除された容疑者が７月、相模原市の知的障害者施設で入所者を殺傷した事

件を受けての対応で、県は「自治体としては全国初の取り組み」としている。 
 措置入院は、自分や他人を傷つける恐れがある患者が対象で、精神保健指定医が自傷他

害の恐れがなくなったと診断すれば知事、政令市長が解除できる。 
 しかし、相模原市の事件では指定医の診断の妥当性が問題視された。兵庫県でも昨年、

洲本市で２度の措置入院となった男が退院後に５人を刺殺した事件も起きている。 
 そのため県は指定医による見極めが難しい場合、助言を受けられるよう精神科病院や介

護施設の関係者、弁護士などで構成する第三者機関を設ける考え。 



２０１６年１０月４日 

申 入 書 
～「中間とりまとめ」に対する意見と要望～ 

 

厚生労働大臣 塩崎恭久 様 

 

〒５３０－００４７ 

大阪市北区西天満５丁目９番５号  

谷山ビル９階 

認定ＮＰＯ大阪精神医療人権センター 

代表理事 位 田  浩 

代表理事 大 槻 和 夫 

TEL 06-6313-0056 FAX 06-6313-0058 

 

 さる９月１４日、厚生労働省を中心にした「相模原市の障害者支援施設における事件の検証

及び再発防止策検討チーム」が事件の検証結果を「中間とりまとめ」として公表しました。 

 当センターは、事件をきっかけに措置入院の制度や運用の在り方の見直しのため有識者会議

を設置しようとする動きに対し、精神医療を治安の道具にするような議論が予想されたことか

ら、その設置に強く反対することを表明し、貴大臣に申し入れを行いました（本年８月１日付

申入書）。ところが、上記検討チームによる「中間とりまとめ」は、当センターの懸念がまさ

に現実のものになるものでした。 

 私たちは、精神医療制度を犯罪防止のために用いるような議論ではなく、精神障害者に対す

る差別と偏見をなくし、精神障害者が地域で穏やかに暮らし、安心して精神医療にかかること

ができるような制度や社会をつくるための議論を行うことを求め、以下のとおり申し入れます。 

 

１ 「中間とりまとめ」は、容疑者の緊急措置入院と措置入院の各判断、入院中の診療、措置

解除の手続、措置解除後の対応などについて、時系列をおって、現時点で把握できている事

実関係をもとに、それぞれの時期における担当医や病院、自治体などの対応の問題点をあげ、

事件の再発防止のための今後の検討課題を指摘しています。 

  はたして容疑者は精神障害者であったのかという根本的な疑問はおくとしても、措置入院

制度に原因を求めようとする検討チームの議論では、犯罪防止を目的とするため、いきおい

措置入院期間の長期化や措置解除後の管理や監視を強める方向につながっていかざるをえ

ません。 

  たとえば、「中間とりまとめ」では、容疑者の入院中に、措置解除後を見据えた退院後の

治療方針や治療継続のために必要な対応の検討が不十分であったとしたうえ、医療観察法に

基づく入院医療が参考になるとしています。しかし、医療観察法に基づく入院医療は、入院

期間の長期化が問題となっており、受け入れ先がないために入院継続をよぎなくされる社会

的入院化が進んでいます。医療観察法を参考にすることには賛同できません。 

  また、容疑者の退院後の継続的医療など支援内容が検討されることなく措置解除がされた

ことが問題とされ、措置権限を有する都道府県知事等が退院後の支援内容や関係機関の役割

を確認して必要な調整を行うことができるような制度を検討することが指摘されています。

しかし、本件では入院時に措置要件を備えていたかどうかに疑問が残るうえ、仮に措置要件

が備わっていたとしても、その後に措置要件が消失すれば入院を強制することはできません。

上記のような制度をもうけると、措置要件がなくなっているにもかかわらず、退院後の支援



内容や関係機関の役割を都道府県知事等が確認できないことを理由に退院できず、入院が長

期化する事態が生じかねません。 

  さらに、容疑者が措置解除後に通院治療を中断したことが問題とされ、地方自治体が関係

機関による支援を調整して患者に必要な支援を確保していく仕組みや、患者が通院中断に至

らないようにするするための仕組みを検討することが指摘されています。これらの仕組みに

ついても、退院した精神障害者を保健所や病院などの監視の網の中においたり、あるいは強

制的な通院を制度化することにもなりかねず、精神障害者の自由と人権を制限していくこと

につながります。 

  「中間とりまとめ」は、措置入院制度を犯罪予防のために見直そうとするもので、精神障

害者の福祉の増進を目的とする現行精神保健福祉法からも逸脱するものです。そのほか措置

要件の有無を判断した精神保健指定医の資格に疑義があったことがほとんど取り上げられ

ておらず、入院者の人権保障の視点を欠いているのではないでしょうか。 

２ 日本の精神医療制度のもっとも重要な問題は、世界に類をみない３０万床を超える病床数

をいまだに温存し、多くの精神障害者が長期入院や社会的入院を強いられ、その自由と権利

を奪われていることです。人口あたりの強制入院者数は欧州平均の約１０倍に及んでいます。

措置入院や医療保護入院といった強制入院を中心とする日本政府の精神医療政策が、精神障

害者は何をするか分からないから社会から排除しようとする差別・偏見を生み出し、精神障

害者がともに地域で暮らす共生社会の実現を阻害してきたのです。 

  容疑者は、措置入院前に、「障害者は不幸を作ることしかできない」「障害者を殺すことは

不幸を最大まで抑えることができる」などとして、障害者の大量抹殺を宣言した手紙を衆議

院議長に提出していました。容疑者がこのような観念を持つにいたった経過や犯行動機など

については、容疑者が精神障害を有していたかどうかを含め、今後の司法手続の中で明らか

にされていくことです。ただし、少なくとも事件の背景に、「劣等な障害者を社会から排除

する」という優生思想が存在していたことはまぎれもない事実です。 

  容疑者の持っていた優生思想は、現行の精神医療制度に内在する精神障害者排除の論理と

軌を一にするものではないでしょうか。 

  精神障害者が病院を退院し、他の人々とともに地域で穏やかに暮らすことができ、安心し

て精神医療を受診できる、そうした受け皿づくりを早急に進めること、このような作業を通

じて精神障害者が何をするか分からないといった差別・偏見をなくしていく努力をしていく

ことが、優生思想に基づく今回のような事件の発生を防止することにつながっていくと考え

ます。 

  厚生労働省においては、精神科病床を減らして長期入院者と社会的入院者をなくし、精神

障害者が地域であたりまえに生きていける社会の実現に速やかに取り組むことが求められ

ています。 

３ 「中間とりまとめ」は、現行の精神医療制度のもとで精神障害者が地域社会で共生できて

いない現実に対する認識が欠けています。逆に精神障害者に対する監視と管理を強化する方

向での議論が進められています。 

  当センターは、このような「中間とりまとめ」を前提として今後策定されようとしている

「再発防止策」について、精神障害者の自由と権利を奪うような内容になるのではないかと

危惧せざるをえません。 

  私たちは、精神障害者との共生社会を阻んでいる精神保健福祉法上の強制入院制度の廃止

を含む見直しを求めるとともに、精神障害者が地域で平穏に暮らし、安心してかかれる精神

医療を実現するための受け皿づくりを検討課題にすることを強く要望します。 

以上 
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